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日本における所得再分配の都市と地方における比較
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本研究の目的は，地域間における所得格差の要因として，所得税における所得再分配効果の影響を

明らかにする点である．特に，日本の都市部と地方部において不平等や所得再分配が 1984年から

2009年にかけてどのように変化したのかを明らかにする．分析の結果，次のことが明らかとなった．

第 1に，課税前所得，課税後所得共に，地方部よりも都市部において大きな不平等が存在することが

分かった．しかし近年，地方部における不平等の拡大により，格差は縮小傾向にある．また，第 2に，

所得税の再分配効果は地方部よりも都市部において大きいことが明らかとなった．一方，セクター間

要因の影響はほとんどないことが明らかとなった．第 3に，都市部においては 84年から 2009年にか

けて所得税の再分配効果は減少していることが示された．一方，地方部においても再分配効果は減少

傾向にあるが，断定できる結果は得られなかった．
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1．はじめに

近年，経済のグローバル化や金融取引の国際化に

よって所得不平等，所得格差が拡大しているという

ことが指摘されている．図 1は 1980年代初頭から

2000年代までの可処分所得のジニ係数を先進国を

対象に計測したものである．図から分かるように，

全体的に 80年代から 2000年代後半にかけて所得格

差は拡大しており，特に，2000 年以降は，英国を

除きほとんどの国で所得格差は拡大している．この

ように，所得格差の拡大は多くの先進国で確認され

るが，所得格差の拡大は地域によって異なるのであ

ろうか．

図 2 は主要国における地域間格差を 1995 年と

2014年で比較したものである．メキシコ，イタリ

ア，ニュージーランド，ハンガリー，フィンランド，

ドイツなど，2014年にかけて大きく地域間の格差

が縮小している国々もあるが，一方でオーストリア，

スペイン，カナダ，アメリカ，イギリスなど，2014

年にかけて地域間の所得格差が拡大している国々も

ある．このように，近年の地域間格差に関する傾向

は一定ではないが，多くの国々では地域間の格差が

存在していることが示されている．

ところで，所得税の役割の一つは所得再分配であ

る．例えば，Miyazaki and Kitamura（2016）で示さ

れているように，所得税率には累進構造による所得

再分配効果があるが，そのほかにも控除にも所得再

分配効果があることが知られている．よく知られて

いるように，1980年代後半からアメリカや日本を

はじめ先進諸国では，経済活性化を目的の一つとし

て所得税率の引き下げとブラケットの拡大が実施さ

れてきた．そのため，近年では所得税の所得再分配

効果が小さくなっていることが指摘されている．こ

うした所得税制度の変更による所得再分配効果の変

化は，当然地域間の所得不平等にも影響を与えるで

あろう．本研究では，都市部と地方部における所得

税の所得再分配効果がどのような特徴を持っている

のかを分析する．

こうした都市部と地方部における所得分布の格差

に関する実証研究は，中国を中心に多く蓄積されて

いる．中国では，もともと個人間の所得格差が大き

く，しかも拡大傾向にあることが知られているが，

特に近年経済格差の高まりとともに，地方部と都市

部で所得格差が拡大していることが指摘されている．

（例えば Yang, 1999）．Jian et al.（1996）によると，

文化大革命の期間（1965〜1978）に地域間格差は拡大

したが，1978年の市場開放改革とともに，格差は

急速に縮小することとなった．その後，1990年に

は，海岸部地域において格差は縮小していたが，内

陸部よりも早い海岸部における成長により，地域間

格差は再び拡大傾向にあることが示されている．他

にも多くの研究で，近年中国では都市部と地方部の
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所得格差は拡大していることが明らかになっている

（Chen and Fleisher, 1996 ; Chen and Li, 2006 ;

Gustafsson and Shi, 2002 ; Jian et al., 1996 ; Lu, 2002 ;

Pedroni and Yao, 2006 ; Yang, 1999 ; Yang and Zhou,

1999）．また，他にもブラジルやアフリカ諸国を対

象として，都市部と地方部における所得格差に関す

る研究が行われている（Azzoni, 2001 ; Sahn and

Stifel, 2004）．日本においても，長期的に所得格差

が拡大していることが確認されている（溝口・寺崎，

1995；橘木，2006；南，1996）．だが，日本では都

市部と地方部における所得格差の相違に関する研究

はほとんど蓄積されていない．本研究の目的は，地

域間における所得格差の要因として，所得税におけ

る所得再分配効果の影響を明らかにする点である．

2 経 済 研 究

図 1．可処分所得のジニ係数の比較

注） 日本のデータは『全国消費実態調査』から計算された．その他の国については Luxem-

bourg Income Study Databaseで計算された値である．所得は等価所得．

図 2．家計の可処分所得における地域間格差

出所） OECD（2015）, OECD Regional Statistics（database）．



所得税の再分配効果に関する研究は，OECD を

中心に多く蓄積されている．これらの研究では個人

あるいは世帯レベルのミクロデータを用い，所得再

分配効果を税率効果や控除効果等に分解し，推計す

ることが多い．Kristjánsson（2013）はアイスランド，

Onrubia et al.（2014）はスペイン，Verbist and Figari

（2014）は 15の EU諸国，Wagstaff et al.（1999）は 15

の OECD諸国，Miyazaki and Kitamura（2016）は日

本を対象として所得再分配の効果の実証分析を行っ

ている．

本研究の目的は 2つある．第 1に，1984年から

2009年にかけて日本の都市部と地方部で不平等が

どのように変化したのかを明らかにする．地域間不

平等の分析には，空間分解アプローチを用いる．ま

た，『全国消費実態調査（全消）』の世帯別個票デー

タを分析に用いて，各地域における所得格差を計測

する．第 2に，都市部と地方部における所得税の再

分配効果を明らかにすることである．都市部と地方

部において再分配効果に相違があるのか，また所得

税が都市部と地方部における所得格差に影響を及ぼ

しているのかを明らかにする．これまで日本を含め

海外の研究でも，地域という視点から再分配効果を

分析した研究は行われていない．

分析の結果，次のことが明らかとなった．第 1に，

課税前所得，課税後所得共に，地方部よりも都市部

において大きな不平等が存在することが分かった．

しかし近年，地方部における不平等の拡大により，

格差は縮小傾向にある．第 2に，所得税の再分配効

果は地方部よりも都市部において大きいことが明ら

かとなった．一方，セクター間要因の影響はほとん

どないことが明らかとなった．第 3に，都市部にお

いては 84年から 2009年にかけて所得税の再分配効

果は減少していることが示された．一方，地方部に

おいても再分配効果は減少傾向にあるが，断定でき

る結果は得られなかった．

このように，地方部よりも都市部おいて再分配効

果が大きいことが明らかとなったが，その理由とし

て，第 1に都市部の方が地方部よりも所得格差が大

きいこと，第 2に地方部では課税前所得の水準が低

いことが挙げられる．近年，エビデンスに基づいた

政策形成の重要性が盛んに言われているが，所得税

改革の影響においても都市部と地方部において，そ

の影響が異なることが示されており，そうした点も

考慮に入れて税制改革等を実施していくことが重要

であろう．

本研究の構成は以下のとおりである．第 2節は所

得税改革の紹介で，第 3節は分析手法の説明である．

第 4節は記述統計量であり，第 5節では分析結果を

示す．第 6節は結論である．

2．制度的背景：日本の所得税改革

本研究が対象としている 80年代前半から 2000年

代後半までの日本の所得税改革の状況について概観

する．日本では 1983年まで所得税，住民税を合わ

せた最高税率は 93％と非常に高く，経済への悪影

響が指摘されていた．そこで，87年と 89年の抜本

的税制改革により，所得税，住民税の最高税率は

65％まで引き下げられた．また，89年の税制改革

では，12段階あった累進税率を 5段階まで縮小す

るなど，ブラケット数の減少も行っている．また，

消費税創設に伴い，人的控除が大きく引き上げられ

た．給与所得控除の拡大，公的年金控除の創設，ま

た各種人的控除の拡大など，幅広く控除を拡大した．

そのため，課税最低限が大きく引き上げられること

となった．図 3は，1980年から 2010年までの 5年

毎の所得階層別の所得税率を示したものである．こ

の図から分かるように，1990年にはそれまでと比

べて所得税率の階層が大幅に少なくなっている．

一方 90 年代には，主に所得控除の拡大や，定

率・定額減税などの特別減税による所得税減税が実

施された．所得税税率については，高所得者に対す

る減税によって，累進度の緩和が実施された（図 3

の 1995 年，2000 年を参照）．また，景気対策とし

て 1994年に所得税，住民税の税額から 20％を控除

する定率減税が行われ，1997年には一度特別減税

が廃止されたものの，景気悪化により，98年から

2006年まで特別減税が実施されることとなった．

98年からの特別減税は定額減税であり，このよう

な定額減税を継続することに対する疑問の声も挙が

っていた．

2000年代には税率，所得控除それぞれの面で増

税を実施している．図 3にあるように，2000年以

降は高所得者に対する最高税率の引き上げが行われ

ている．また，2003 年の配偶者特別控除（上乗せ

分）の廃止や，2004年の老年者控除の廃止（2005年

から実施）等，所得控除の見直しにより課税ベース

を拡大するとともに，所得税増税が図られた．また，

先述のように 2006年には特別減税が廃止されてい

る．このように，日本の所得税率は 1980年代後半

における大幅な最高税率の引き下げに伴う所得税減
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税，1990年代における主に所得控除の拡大と特別

減税による所得税減税，及び 2000年代における税

率引き上げと所得控除縮小による増税として特徴付

けることができる．

3．分析手法

本研究では 1985年から 2009年までの『全国消費

実態調査（全消）』の個票データを用いて所得税の再

分配の効果を都市と地方別に推計する．まず，『全

消』では，世帯員別の年収が完全には分からないの

で，世帯員の属性と年収を一致させられないサンプ

ルは推計から除いた1）．そのようにして求めた世帯

主，配偶者，その他の世帯構成員の収入に基づいて

世帯主の所得金額を計算した後，所得控除額を計算

して課税所得を求める2）．課税所得に税率をかける

ことで所得税負担額を算出する．本研究では，基礎

控除，配偶者控除，配偶者特別控除，扶養控除，勤

労学生控除，医療費控除，社会保険料控除，生命保

険料控除などを考慮している．また，収入には利子，

配当所得も加え，利子配当所得課税も考慮している．

なお，特別減税が実施されている年には特別減税も

計算している．最後に各世帯の収入や税負担等を合

計して世帯単位の当初所得等を計算する3）．所得は

先行研究に準じ，等価所得を用いる．課税前所得が

0の世帯を除き，所得は 1999年の所得で実質化し

ている．具体的な計算方法は，付録 Aを参照され

たい．

次に，都市部と地方の定義であるが，本研究では

5年ごとに実施される国勢調査における都市部の定

義を用いている．国勢調査の大都市圏では大都市圏

と都市圏が定義されているが，この 2つに含まれて

いる場合には都市部と定義し，それ以外を地方部と

する．

所得不平等の指標としてジニ係数を用い，所得再

分配機能の大きさは課税前所得のジニ係数から課税

後所得のジニ係数を差し引いた Reynolds-Smolen-

sky指標（RS指標）で測定する．所得再分配の推計

方法としては FIA（fixed income approach）を用い

る．この手法では，所得をある年に固定したまま各

年の税制を適用し課税前所得再分配効果がどのよう

に変化するのかを見る．所得を固定するため，所得

分布や人口構成，家族構成などを一定に保ったまま

純粋に税制の変化による所得再分配の変化を明らか

にできる．ただし，この分析手法では適応する所得

分布によって得られる結果が異なる可能性がある．

そこで本研究では 1984年，1999年，2009年の 3つ

の年の所得分布を用いて所得再分配効果を計測する．

なお，本来であれば税制の変更により個人の行動も

変化することが予測されるが，FIAではそうした

個人の行動の変化まで分析に含めることはできない．

不平等の地域別分解の手法として，Shorrocks

andWan（2005），Yang（1999）の分析手法を用いる．

G = ν
 λG

+ν
 λG

+G+O （1）

式（1）が分解方法であるが，ここで Gは総ジニ係

数，Gは都市部ジニ係数，Gは地方部ジニ係数，

Gはセクター間ジニ係数を表している．また，

ν=(nn ) は都市部における人口割合，λ=μμ

は，都市部における平均所得の総平均所得に対する

割合を示している．なお，ν，λは地方部におけ

る値である．Oは残余項である．

4 経 済 研 究

図 3．年別所得階層別の所得税率の推移

出所） 北村・宮崎（2013）の図 2. 6．



RS指標は課税前所得と課税後所得のジニ係数の

差であることから，式（1）を用いて分解 RS指標は

以下のように計算できる．

RS = RS+RS+RS+RS

RS = Inequality
−Inequality



ここで，RSは全体における再分配効果，RSは

都市部における再分配効果，RSは地方部におけ

る再分配効果，RSはセクター間における再分配

効果，RSは残余項である．このように，地域別

不平等分解手法を用い，RS指標を地域別の要因に

分解する．

4．データ

表 1は 1994年から 2009年の課税前所得における

記述統計量である．パネル B は都市部，パネル C

は地方部の値である．観測値の数は合計 54,000か

ら 47,000 くらいであるが，いずれの年も，地方部

よりも都市部の方が上回っている．平均所得及び中

位所得，双方とも地方よりも都市部で増加率が高い．

また，平均所得と中位所得ともいずれの年において

も地方部よりも都市部の方が大きい．

表 2は 1984年から 2009年における課税前所得と

課税後所得に対するジニ係数及びその構成要素であ

る．なお，ここでは FIAは用いていない．地域間

の平均所得の違いに依存する部分が大きいと思うが，

表 2にあるように，課税前所得と課税後所得双方に

おいて地方部よりも都市部においてジニ係数が大き

い．また，課税後所得のジニ係数は都市部，地方部

どちらにおいても，課税前所得より成長率が大きい．

なお，セクター間ジニ係数は非常に小さいが，残余

項はかなり大きく，総ジニ係数の半分くらいを占め

ている．

5．分析結果

表 3 は，FIA を用いた都市部と地方部における

個人所得税の再分配効果である．パネル Aは 84年

から 2009年までの税率を 84年の所得に適用した場

合で，パネル Bは 99年所得に適用した場合，パネ

ル Cは 2009年の所得に適用した場合である．まず，

すべてのパネルの結果から分かるように，再分配効

果は地方部よりも都市部で大きい．適用する所得の

年にも依存するが，例えばパネル Aにおける 2009

年税制では都市部における再分配効果は地方部より

も 2.4倍大きい．なお，再分配効果の傾向の詳細を
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表 1．1994年から 2009年の課税前所得における記述統計量

注） 中間値，中位数，最小値，最大値の単位は 10,000円である．所得は 1999年に

おける実質値であり，平方等価尺度である．



見ると，全体として 94年までは増加していたが，

その後 2009年にかけて大幅に減少している．都市

部と地方部においても，94年までは再分配効果が

増加し，その後減少傾向にあることが示されている．

なお，表 2に示されていたように，ここでもセクタ

ー間再分配効果は非常に小さく，また，残余項の再

分配効果は総再分配効果の半分以上を占めることに

なるなど，非常に大きい．中国などに比べると日本

ではセクター間の再分配効果が非常に小さいが，両

セクターにおける平均所得の差が大きな影響を及ぼ

すため，日本では中国などに比べると両セクター間

の平均的な所得の相違が小さいためと思われる．

都市部では，表 3の最右列にあるように，再分配

効果は 84年から 2009年にかけて減少傾向にある．

一方地方部では，パネル Aと Bでは再分配効果は

減少傾向にあるが，パネル C，つまり 2009年の所

得を適用した場合には若干ながら増加傾向にあると

いうことが示されている．また，用いる所得の年に

6 経 済 研 究

表 2．1984年から 2009年における課税前所得と課税後緒所得に対するジニ係数及びその構成要素

注） 課税後収入の計算において，国と地方の所得税は考慮しているものの，社会保険は考

慮していない．

表 3．FIAを用いた都市部と地方部における個人所得税の再分配効果

注） “総 RS”は所得税の総再分配効果を表している．“都市部”は都市部における再分配効果，“地方部”は地方における再分配効果である．

“セクター間”は都市部と地方部の間の所得分布の差から生じる再分配効果である．“残余項”はその他の再分配効果である．



よって異なるが，84年と 99年所得を用いた場合に

は，都市部よりも地方部において再分配効果がより

大きく減少していることが示されている．

日本では東京大都市圏とそれ以外の地方で経済構

造が異なっている可能性があり，また東京の所得水

準は他と比べて大きいと思われることから，東京と

それ以外に分けた分析も行った．ただし，紙幅の関

係で推計結果の表は載せていない．東京とそれ以外

の地域で分類すると，東京都の標本数は毎年大体

2,000〜2,700 で，それ以外の地域は 45,000〜53,000

程度である．全体として再分配効果が減少傾向にあ

ること，東京都の方がその他の地方よりも再分配効

果が大きいこと，東京都とその他地方ともに長期的

に再分配効果が減少傾向にあることなど，基本的に

表 3にあるような都市部と地方部における再分配効

果の傾向と同様の結果が得られている．ただし，大

きな違いは東京都の再分配効果は地方部の再分配効

果よりもかなり大きく，一方で地方部の再分配効果

はほとんどゼロに近いことである．つまり，所得税

による再分配はほとんど東京都で生じており，地方

部では再分配が行われていない．この理由は，後述

するように，地方部では全体的に所得水準が低く，

課税最低限を下回る世帯も多いことであると推測で

きる．

なお，本研究の関心は，長期にわたる税制の変更

が所得再分配に及ぼす影響を考察することであるが，

FIAのシミュレーション分析では，税制一定の下

で所得の長期的な変化が所得再分配に及ぼす効果に

ついても考察可能である．そこで，表 3の関係する

箇所のみを再掲した表 4で，所得の変化が所得再分

配効果に与える影響を見てみたい．総 RSに注目す

ると，84年から 2009年にかけて，税制の変化によ

る影響を上回るほど大きな変化が所得の変化によっ

てもたらされていることがわかる．どの税制でも，

2009年にかけて再分配効果が大きくなっており，

近年の所得格差の拡大が再分配効果を高めていると

考えられる．都市部と地方部における再分配効果に

ついては，どちらでも同じように近年再分配効果が

高まっていることが示されている．

次に，なぜ都市部と地方部において再分配とその

傾向に差があるのかについて考察したい．まず表 2

に示されているように，地方部は都市部よりも課税

前所得の分布が平等である．したがって，所得税に

よる再分配効果が働きにくくなったと考えられる．

第 2に，地方部では平均所得，中位所得とも都市部

よりも低いことが挙げられる．一般的に，農漁業従

事者は所得捕捉率が低いために平均所得がかなり低

く，地方部では農漁業従事者割合が高いことが平均

所得が低い理由の一つであると思われる．そのため，

課税最低限が高い日本の所得税においては，地方部

で特に累進構造による所得再分配効果が働きにくく

なったと考えられる4）．

6．結論

日本では，80年代後半の抜本的税制改革をはじ

め，2000年代まで多くの所得税改革が行われてき

た．80年代後半には最高税率の引き上げ等による

所得税と控除拡大による所得税減税が行われ，90

年代には主に所得控除等の拡大による所得税減税が

実施され，2000年代には税収徴収能力の回復に向

けた税率引き上げや控除縮小による所得税増税が実

施されてきた．このような所得税改革により所得税

の再分配効果が損なわれてきていることが多くの研

究で明らかになってきているが，これまでこうした

所得税の再分配効果が都市部と地方部においてどの

ように異なるのかについては研究されてこなかった．

本研究では 1984年から 2009年までの『全国消費

実態調査』の個票データを用い，所得税改革が都市

部と地方部の所得税再分配効果にどのような影響を

もたらしたしたのかについて分析した．分析手法は

（Kasten et al. 1994）で用いられている FIA（fixed

income approach）である．この分析手法は，推計に

用いる所得をある年に固定することにより，景気変

動や，所得分布の変更，人口構成の変化などの影響

を取り除いた所得税制の変更による再分配効果の変

化を明らかにすることができる．また，地域別の所

7日本における所得再分配の都市と地方における比較

表 4．所得の変化による再分配効果の推移

注） 標記の定義は表 3を参照されたい．



得再分配効果を分析するため，Yang（1999）による

分解不平等指標を用いる．

推計の結果，次のことが明らかとなった．第 1に，

都市部は地方部よりも課税前所得，課税後所得双方

において，より不平等であることが分かった．しか

し，基本的には地方部における不平等の急速な拡大

により，この不平等は小さくなっている．第 2に，

所得税の再分配効果は地方部よりも都市部において

大きい．第 3に，1984年から 2009年にかけて都市

部において再分配効果は減少している．一方で，地

方部における再分配効果については適用する所得に

よって結果が異なっている．

最後に今後の課題として，なぜ都市部と地方部に

おいて再分配効果に違いがあるのかを明らかにする

ことを挙げておきたい．本文の中でも若干触れてい

るが，家族構成や所得の源泉の違い等が所得税再分

配効果の相違として現れる可能性が考えられる．ま

た，移住が再分配効果に影響を与える可能性がある

が，本研究で用いたミクロデータでは過去の居住地

などの情報がなく，移住を考慮した分析は難しい．

これらは今後の研究課題である．

（九州大学経済学府経済学研究院）

付録 A

1999年を例とした，所得税・住民税の計算方法

は次の通りである．最初に，給与所得控除，公的年

金控除，青色申告特別控除を計算して総所得金額を

求める．事業所得には青色申告特別控除のイ（不動

産所得又は事業所得を生ずる事業を営み， 正規の

簿記の原則により記帳している者が対象）が適用さ

れているとする．内職収入はすべて事業所得と仮定

し，内職の家内労働所得の必要経費の特例は反映し

ていない．なお，『全消』の事業収入は経費を控除

した額だが，不動産所得（「家賃・地代」で定義）の

必要経費は特に控除されていない．

次に，所得控除等を計算して，総所得金額から課

税所得を求め，課税所得に累進税率を適用して税額

を計算する．所得控除のうち小規模企業共済等掛金

控除，障害者，寡婦，寡夫，寄付金控除は考慮して

いない．世帯主と配偶者以外の世帯員が扶養なのか

分からない場合があるが，『全消』では世帯員は一

緒に住んでいる者のみなので，所得が基準以下の親

族なら扶養とする．世帯主の扶養親族を対象とし，

同居人は扶養親族には含めない．そのため，2世帯

同居でそれぞれが独立した世帯の場合には，『全消』

において世帯主とされている世帯のみサンプルに含

まれる．『全消』の社会保険料支払い（3か月分）×4

を，社会保険料控除額とする．なお，世帯主が配偶

者控除，配偶者特別控除，扶養控除を適用され，各

世帯員の社会保険料支払額は，「世帯内における収

入のシェア×（世帯の）社会保険料支払額」で計算す

る．

次に個人住民税を計算するが，住民税は前年の所

得に課税されるため，次年度の制度が適用されると

する．均等割は市町村規模によって異なるが，すべ

ての市町村で人口 5-50万人未満の金額が適用され

るとする．所得税額と住民税額の合計から所得税を

計算する．

注

謝辞 本稿の作成にあたって，臼井恵美子氏（一橋

大学），一橋大学定例研究会と 2017年度研究集会「ミ

クロデータから見た我が国の社会・経済の実像」の参

加者から非常に有益なコメントを頂いた．本研究は一

橋大学経済研究所 共同利用・共同研究拠点事業の助

成を受けたものである．また，本研究は総務省統計局

『全国消費実態調査』の調査票情報を用いて行った．

記して感謝したい．

1） 元の標本には，基本的には調査対象となったす

べての単身世帯，2人以上世帯が含まれているが，分

析ではすべての世帯員の属性と年収が一致する世帯の

みをサンプルとしている．『全消』では世帯員の年間

収入について，世帯主の収入，配偶者の収入，他の世

帯員（65歳以上），他の世帯員（65歳未満）にしか分類

されていないため，世帯員の属性と年収を完全に一致

させることができないケースがある．本研究では，単

身世帯，世帯主と配偶者しかいない世帯，他の世帯員

（65歳以上）或いは他の世帯員（65歳未満）が 1人しか

ない世帯では属性と年収を完全に一致させることがで

きるため，分析に含めている．また，なるべく脱落す

る世帯を少なくするため，他の世帯員（65歳以上）或い

は（65歳未満）の中で就業者が 1人の世帯をサンプルに

含めるほか，就業者が 2人以上のときには，常用労務

作業者，臨時および日雇労務作業者，民間職員，官公

職員，商人及び職人が 1人のときにはその者が給与収

入を得ている，個人経営者，法人経営者，自由業者が

1人のときにはその者が農林漁業以外の事業収入を得

ている，農林漁業従事者が 1人のときにはその者が農

林漁業収入を得ている，パートが一人のときにはその

者が内職収入を得ているとし，これらの世帯もサンプ

ルに含めている．そのため，除外されたサンプルは，

同じ収入属性に他の世帯員（65歳以上）或いは（65歳未

満）が 2人以上いる場合であり，65歳未満或いは 65歳

以上の会社員が 2人以上いる世帯や，65歳未満或いは

65歳以上の自営業者が 2人以上いる世帯などが分析か

ら除かれる．
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そのため，2（3）世代同居をしており，世帯主となら

ない夫婦が共働きの場合にはサンプルから除かれるこ

とが多いと思われる．近年，2，3世代同居世帯は減少

していることから，最近のサンプルほどこうした世帯

が除外される可能性が小さくなっている．一方で，近

年の共働き世帯の増加傾向から，世帯主とならない夫

婦が共働きのケースが増えている可能性もある．した

がって，年によって除外されるサンプルの数が異なる

可能性に留意が必要である．

2） 本研究では家計上の主たる収入を得ている世帯

員を世帯主と定義している．しかし，実際の所得税計

算の際には，2世代同居している場合に，主たる収入

を得ていない世帯を世帯主と定めている可能性がある．

データの制約から，本研究ではこうしたケースを正確

に把握できていない可能性がある．

3） 近年核家族化や少子高齢化が進み，世帯員の数

が減少傾向にある．そのため，控除の計算が比較的簡

単になっており，『全消』から各世帯員の所得税をす

る際にも正確性が向上していると思われる．

4） 80年代から 2000年代後半にかけて，農業従事

者がサラリーマン化しているほか，農業従事者自体が

減少していたため，農業従事者割合の減少が分析に影

響を及ぼす可能性がある．実際，本研究で用いた標本

では 84 年に農業従事者割合が 11.2％だったのが，

2009年には 4％に大きく減少している．なお，農業従

事者の平均所得は，84 年には他の産業の平均所得の

84％であったものが 2009年には 92％であり，農業従

事者の所得水準は低いが，近年その差は縮小する傾向

にあることがわかる．
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